【別紙１－２】様式28（令和元年法改正申請版）

寄附行為変更の条項及び理由

　
寄附行為を次のとおり変更する。
１　第８条（監事の選任）について、別紙新旧対照表のとおり第１項の文言を改め、第２項を加える。
２　第９条（親族関係者等の制限）について、別紙新旧対照表のとおり第１項及び第２項の文言を改め、第３項を加える。
３　第１０条（役員の任期）について、別紙新旧対照表のとおり第１項及び第３項の文言を改める。
４　第１２条（役員の解任及び退任）について、別紙新旧対照表のとおり第２項第３号に「死亡」を加え、第３号を第４号に改める。併せて、文言の軽微な修正を行う。
５　第１３条（役員の報酬）について、別紙新旧対照表のとおり第１項の文言を改め、第２項を加える。
６　第１８条（監事の職務）について、別紙新旧対照表のとおり第１項第３号に「この法人の理事の業務執行の状況を監査すること」を加え、第３号から第６号を第４号から第７号に改めるとともに所要の文言整備を行う。第２項及び第３項を加える。
７　第１９条（理事会）について、別紙新旧対照表のとおり第８項の文言を改め、第９項に「前条第２項及び前項の規定に基づき理事会を招集した場合における理事会の議長は、出席理事の互選によって定める。」を加え、第９項から第１２項を第１０項から第１３項に改めるとともに所要の文言整備を行う。
８　第２１条（議事録）について、別紙新旧対照表のとおり第２項の文言を改め、第３項を加える。
９　第２２条（評議員会）について、別紙新旧対照表のとおり第８項に「ただし、第１２項の規定による除斥のため過半数に達しないときは、この限りではない。」を加え、第１０項の文言を改め、第１２項を加える。
１０　第２３条（議事録）について、別紙新旧対照表のとおり文言を改める。
１１　第２４条（諮問事項）について、別紙新旧対照表のとおり文言を改め、第１号「予算及び事業計画」及び第２号「事業に関する中期的な計画」を加え、第１号を第３号に改め、第２号「事業計画」を削り、第４号「役員に対する報酬等（報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当をいう。以下同じ。）の支給の基準」を加え、第３号から第９号を第５号から第１３号に改める。

１２　第２６条（評議員の選任）について、別紙新旧対照表のとおり第２項を加え、第２項を第３項に改めるとともに所要の文言整備を行う。
１３　第２７条（任期）について、別紙新旧対照表のとおり第１項の文言を改める。
１４　第２８条（評議員の解任及び退任）について、別紙新旧対照表のとおり第２項第３号に「死亡」を加え、文言の軽微な修正を行う。
１５　第３５条（予算及び事業計画）について、（予算、事業計画及び事業に関する中期的な計画）に改め、別紙新旧対照表のとおり第２項を加える。
１６　第３８条（財産目録等の備付け及び閲覧）について、別紙新旧対照表のとおり第１項及び第２項の文言を改め、第３項を加える。
１７　（情報の公開）について、別紙新旧対照表のとおり第３９条を新設する。
１８　（資産総額の変更登記）について、別紙新旧対照表のとおり第３９条を第４０条に改める。
１９　（会計年度）について、別紙新旧対照表のとおり第４０条を第４１条に改める。
２０　（解散）について、別紙新旧対照表のとおり第４１条を第４２条に改める。

２１　（残余財産の帰属者）について、別紙新旧対照表のとおり第４２条を第４３条に改め、文言の軽微な修正を行う。
２２　（合併）について、別紙新旧対照表のとおり第４３条を第４４条に改める。
２３　（寄附行為の変更）について、別紙新旧対照表のとおり第４４条を第４５条に改める。

２４　（書類及び帳簿の備付）について、別紙新旧対照表のとおり第４５条を第４６条に改め、第１号を削り、第２号から第４号を第１号から第３号に改め、文言の軽微な修正を行う。
２５　（公告の方法）について、別紙新旧対照表のとおり第４６条を第４７条に改める。
２６　（施行細則）について、別紙新旧対照表のとおり第４７条を第４８条に改める。

２７　附則について、別紙新旧対照表のとおり文言の軽微な修正を行う。
２８　附則として次の附則を加える。
　附　　則
　この寄附行為は、大阪府の認可の日（令和２年４月１日）から施行する。

以上の変更事由　　私立学校法の改正等に伴う規定整備のため

２　
【留意事項】


１．（事業に関する中期的な計画）及び（情報の公表）については、府所轄法人においては法令上の義務ではないので、例のとおりに変更しない場合は、例文から当該項目を削除し、以降番号ずれの生じないよう注意すること。


２．役員の損害賠償責任に関する規定（責任の免除）及び（責任限定契約）を置く場合は、例文に当該項目を加え、以降番号ずれの生じないよう注意すること。寄附行為のどの位置に置くかについては、第３章の役員及び理事会、第５章の資産及び会計、又は第８章の補則の中に置くことが考えられるが、各学校法人において判断すること。


３．私学法改正に伴う変更以外の変更（学校・課程等の新設・廃止、収益事業の開設・廃止を除く）がある場合は、引き続いて、変更条項及びその理由を記載すること。


　　（上記例文に続いて加える例）


　　　　２９　第６条第１項第１号中「理事　５人」を「理事　７人」に改める。併せて、第７条第１項第２号及び第３号中「２人」を「３人」に改める。


　　　　　事由　　　　外部人材を配置し多様な分野における知見を学校運営に活かす等


　執行体制の強化を図るため　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　３０　第２２条第２項中「１１人」を「１５人」に改める。併せて、第２６条第１項第２号及び第３号中「４人」を「６人」に改める。


　　　　　事由　　　　　第７条の理事定数の変更に伴い評議員定数を増加するため　　　　


　　　　３１　第４０条（旧・第３９条）中「２月」を「３月」に改める。


　　　　　事由　　　　法令上の規定にあわせるため　　　　　　　　


３２　第○○条中「○○○○」を「××××」に改める。


　　　　　事由　　　　×××に対応するため　　　　　　　　　　　　





※申請書提出の際は、本欄は削除すること
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